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●はじめに
メコン河流域諸国（実際にはカ
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億四四〇〇万ドル） 、 ②韓国（二七億七 〇 万ドル） 、③日本（一億四九〇〇万ドル）ラオス（二〇〇一〜 九年三月の累積額）…
　
①中国（一五億





であった。中国はカンボジアとラオスで首位であり、日本はラオスとベトナムで二番目であった。直接投資に関しては韓国の躍進ぶりが目に付く。ベトナム 一番でありカンボジアでも二番 あった。なお、全体的な直接投資残高のトップ三は、カンボジア（一九九五〜二〇〇四年累積額） おい
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〇〇〇万ドル） 、②ベトナム（二〇億五五〇〇万ドル） 、 ③中国（一五億四三 そしてベトナム（二 九年一〇月までの累積額）において
　
①台湾（二一
二億八九〇〇万ドル） 、 ②韓国（二〇四億六五〇 万ドル） 、③マレイシア（一 〇億六二 万ドル）の順である。中国はカンボジアとラオスにおいて三番目の投資国になっている。しかし、ベ ではその額は少ない。三、




経済開発協力基金 （EDCF） による二〇〇八年までの借款累積額は、ベトナムに対して六億九八三七万ドル、カンボジア二億一九二五万ドル、 ラオス八五三五万ドル、 ミャンマー八四七〇万ドルであった。また、贈与額（一九九一〜二〇〇八年累積額）はて八九四〇万 カンボジア四五九〇万ドル、ラオス三一九〇万ドル、ミャンマー二四四〇万ドルであり、ベトナムに対して手厚く援助していることがわかる。かつてはインドネシアに対して多く行われた が最近は シ












































































出額の国別シェアを二〇〇二年と二〇〇七年で比較すると顕著な傾向が読み取れる。日本 EU（一五ヵ国） 、米国のシェアが減少している一方、 ＡＳＥＡＮ （六ヵ国） 、中国、インド（わずかであるが）のシェアが増加している。前者は六一・五％から四八・九％へ減少、後者は二一・八％から三〇・四％へ増加している。これは先進国が最終財を生産して発展途上国へ輸出するという従来のパターンが崩れつつあることを意味している。　
最終財を生産するため













2002 2007 2002 2007
ASEAN＊ 14.5 18.2 19.8 19.6
日本 10.0 7.8 19.1 15.7
中国＊＊ 6.4 10.3 15.1 24.3
韓国 1.9 1.8 6.1 4.8
インド 0.9 1.9 0.7 1.5
オーストラリア及びニュージーランド 2.8 4.1 1.0 0.7
ASEAN＋6 36.4 44.2 61.7 66.6
EU 15 19.9 16.4 15.4 16.4
米国 31.6 24.7 13.9 9.5
その他 12.1 14.7 9.0 7.5






2002 2007 2002 2007
ASEAN＊ 28.3 30.2 23.5 25.6
日本 12.7 10.7 18.8 13.8
中国＊＊ 14.6 19.4 8.8 13.9
韓国 4.8 4.2 5.7 6.2
インド 1.4 2.6 1.1 2.1
オーストラリア及びニュージーランド 2.3 3.3 1.5 1.6
ASEAN＋6 64.0 70.5 59.4 63.3
EU 15 11.4 9.8 10.5 9.8
米国 12.4 8.1 15.1 10.9
その他 12.1 11.5 14.9 16.0
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することにより、その国の産業発展を助け、その国の所得が向上するにつれて援助国と被援助国の間に貿易、直接投資 いった交易盛んになることで共存・共栄を図るという理念が込められている。すなわち 「情けは人のためならず」なのである。日本の援助は今までアジア諸国に対して手厚く行わてきた。タイやインドネシアのようにその国の工業化を側面から助して貢献してきたと同時に日本からの貿易や直接投資を通して本も利益を得 といえる。
メコン河流域諸国に対する日本
の援助を見る限り、日本はトップドナーの地位を占めている（二〇〇八年度版ODA白書国別データブックによれば、国際機関 除いて二国間で見たDAC統計支出純額ベースの援助額は、二〇〇二〜〇六年まで日本がカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムでいずれも毎年トップドナー あった） 。しかし、巨額のODA支出の割には近年の日本との貿易額や日本からの直接投資が伸びていない。特にカンボジアにおいてそれは顕著である。もちろん、被援助国が種々の国 援助で発展することは望まし ことである。
日本の援助で作った道路や港湾が中国や韓国の自動車や船舶で一杯になるのを見るのはなんとなく歯がゆい。日本の援助が中国 韓国を利してい なら、その援助政策ひいては貿易・投資政策を根本から考え直さなければ ないであろう。　
例えば、日本からの直接投資が
これら諸国へ増えるよう 工夫が必要であると考える。国際協力銀行（JB
I
C）等による海外に出
る日本企業への融資協力や日本貿易振興機構（JETRO）によるそれら企業へのカウンセリング協力等オール・ジャパンの取り組みが必要である（なおジェトロはカンボジア事務所を本年三月にプノンペンに開設した） 。　
東アジア全体の経済活動活発化
に伴い、ＡＳＥＡＮの中における後発国としてのCLMV諸国もそのうねりの中に巻き込まれている。その中で日本はこれら諸国に対してど 対処するのか。中・長期の戦略を持つことを今求められている。（かがみ
　
みつひろ／日本貿易振興
機構バンコク研究センター所長）
　
差の削減がひとつの大きな課題として位置付けられている。ここでは、CLMV諸国がこうしたＡＳ
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